予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：農業水産業費　項：農業費　目：農業研究費　　　
	事業名　農業技術センター県単試験調査費・国補試験調査費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

農業技術センター　　　　　　電話番号：058-239-3131
E-mail： c24401@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 　　　　　42,890千円（前年度予算額：41,589千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	41,589
	8,200
	0
	0
	489
	0
	30,275
	0
	2,625

	要求額
	42,890
	8,200
	0
	0
	489
	0
	31,843
	0
	2,358

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
県内農業は、生産者の高齢化・担い手不足、資材の高騰、国際化による安価な輸入農産物との競合等、大小の様々な問題が発生しており、これらに迅速に対応することが求められる。

これらの課題を解決するため、普及機関等の関係機関との連携を強化し、生産現場からのニーズを的確に捉えた研究開発を実施する。
（２）事業内容

地域の農業が抱える多様な課題に対し、機動的・即応的に対応するため、以下の研究開発課題を実施する。
（県単試験調査費）

1 農作物の特性調査及び種苗生産事業
2 岐阜県産米を利用した新しいブランド品目の開発
3 イチゴ高設栽培岐阜県方式における省力システム「1層2条型」の確立
4 新手法を用いた岐阜ﾌﾞﾗﾝﾄﾞを向上させるイチゴ新品種・中間母本の育成

5 茶における樹勢診断技術の開発

6 県オンリーワンを目指す新しい花き品種の育成

7 農薬飛散を抑え、人と自然にやさしいカキ害虫防除手法の開発
8 小麦の高タンパク質化と安定生産施肥技術の開発
他　計23課題

　（国補試験研究費）

1 農地土壌温室効果ガス排出量算定基礎調査事業

他　計２課題

　　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	5,446
	試験・研究を補助する雇用賃金

	旅費
	3,162
	試験・研究に関わる現地調査、研究会、学会等への移動経費

	需用費
	25,750
	試験・研究に関わる消耗品費、燃料費、光熱水費、機器修繕費等

	役務費
	199
	試験に関わる通信運搬費、手数料

	委託料
	5,600
	共同研究機関の委託研究費、現地ほ場管理費等

	その他
	2,733
	試験に関わる備品購入費、学会参加負担金等

	合計
	42,890
	


	　決定額の考え方　





４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

「岐阜県長期構想」の政策方向性に基づき策定された、「ぎふ農業・農村基本計画」（H28～32）では３つの基本方針「多様な担い手づくり」、「売れるブランドづくり」、「住みよい農村づくり」を定めている。これに基づく各種施策の推進をサポートするため、岐阜県農畜水産業研究推進基本方針では「生産性向上」、「高品質・ブランド価値向上」、「環境保全」の３つの分野で重点的に研究に取り組む方針を定めており、これに基づき研究開発・地域支援を実施する。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内農業の地域ニーズや現場の抱える課題を積極的にとりあげ、関係機関と連携して効率的な研究を進め、県内農業振興に貢献する技術開発を進める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技術移転の推進
（関連企業への技術移転）
	－

	18件

（H25）
	17件
（H26）
	18件
（H27）
	18件
（H32）
	100％


	外部資金の導入
(外部資金による研究課題)
	－

	16件
（H25）
	15件
（H26）
	15件
（H27）
	15件
（H32）
	100％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

研究課題の設定では、生産現場からの技術的なニーズを的確に収集し、１０件を県単研究課題として実施すると共に、外部資金を含め２４課題を実施している。

（作物）

・水稲の適応性検定試験

・小麦の高タンパク質化と安定生産施肥技術の開発
・大豆の帰化雑草対策技術の確立　　　　　　　　　　他　計６課題

（茶）

・茶における樹勢診断技術の開発
（野菜）

　・新手法による岐阜ブランドを向上させるイチゴ新品種・中間母本の育成

　・トマト葉先枯れ症の発生要因の解明と高品質栽培管理のためのバイオ
マーカーの評価　　　他　計３課題

（果樹）
　・気候温暖化に対応した岐阜県果樹の持続性安定生産に関する研究

　・地球温暖化に対応したパッションフルーツ栽培技術の開発
他　計３課題

（花き）

　・県オンリーワンを目指す新しい花き品種の育成
　・ＥＯＤを利用した鉢花生産の省エネ暖房技術の開発　他　計４課題

（環境・その他）

　・水田土壌可給態窒素量の簡易診断法を活用した「ハツシモ岐阜ＳＬ」の適正施肥技術の開発
　・農薬飛散を抑え、人と自然にやさしいカキ害虫防除手法の開発
　・未利用有機物を利用した新たな土壌還元消毒技術の開発　他　計８課題


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　生産者の視点に沿った研究開発、技術指導を行政や普及機関と連携しながら実施している。
これにより、「フランネルフラワー新品種」「イチゴ新品種」「新天敵ギフアブラバチの製品化と利用方法」「カキの開花時期予測手法」「小麦新品種の施肥方法」「トマトの炭酸ガス施用やミスト利用方法」など、多くの育成品種や技術を開発し成果が得られている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	長期にわたる景気低迷による消費の低迷、国際化による輸入農産物の増加、高齢化に伴う担い手の減少等、農業は重要な諸課題に直面しており、研究による新技術の開発と技術的な支援を迅速に行うことは、本県農業の発展と振興に大きく貢献しており、事業の必要性は極めて高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	技術移転の推進、外部資金の導入について、平成26年度は32件、平成27年度は33件とほぼ同数で推移し、前年同様に事業成果が上がっている。この中には、新品種の育成や、主要品目の栽培技術開発、さらには生育予測技術の開発があり、地域経済の振興に寄与している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	課題については、毎年、実施予定の試験課題の設計書、予算書等の内容を十分に精査し、経費の削減に努めている。

さらに、関係各課により、予算額や各課題の事業効果等を考慮した査定が行われ、効率化が図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
地域では大小の様々な課題が発生しており、これらに迅速に対応するため、普及機関等の関係機関との連携強化、情報の共有等をさらに進めていく。
また、得られた研究成果についても、関係機関と連携し、生産現場への迅速な普及に努めていく。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

今後も現場の諸課題を研究開発テーマとして取り入れ、現場ニーズに早急に対応できる技術開発に努めると共に、全国的な重要課題に対しても持てる技術を提供することで、岐阜県農業の発展に貢献していく。


財政課で記載します。








